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第３章 目標達成のための対策と施策 

第２節 地球温暖化対策及び施策 

 

 １．温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策 

（１）温室効果ガスの排出削減対策及び施策 

①エネルギー起源二酸化炭素 

イ． 部門別(産業・民生・運輸)の対策・施策 

Ａ．産業部門（製造事業者等）の取組 

(c) エネルギー管理の徹底等 

 

○中小企業の排出削減対策の推進 

中小企業における排出削減対策の強化のため、中小企業の排出削減設備

導入について、資金面の公的支援を一層充実する。 

また、大企業等の技術・資金等を提供して中小企業等（いずれの自主行

動計画にも参加していない企業として、中堅企業・大企業も含む。）が行

った温室効果ガス排出抑制のための取組による排出削減量を認証し、自主

行動計画等の目標達成のために活用する仕組みを構築し、その目標引き上

げ等を促していく。 

その際、参加事業者が自主的に取り組むことを前提としつつ、我が国全

体での排出削減につながるよう、排出削減量の認証に当たっては、民間有

識者からなる第三者認証機関が京都メカニズムクレジットに適用される

簡便な認証方法に倣った基準により認証を行うことにより、一定の厳格性

及び追加性を確保するとともに、中小企業等の利便性確保の観点から手続

の簡素化等を行う。 

さらに、既存の関連制度（地球温暖化対策推進法の算定・報告・公表制

度や省エネルギー法の定期報告制度）との連携・整合性のとれた制度とす

る。 

なお、本制度の運用に当たっては、中小企業等がこの仕組みの下で得ら

れる収入のみでは事業が成立しない場合に限り、設備導入補助等既存の中

小企業支援策を最小限受けることができるようにする。 



また、創出された「国内クレジット」の管理体制・システムについては、

例えば中小企業等と大企業等が協働（共同）で事業計画を策定、申請し、

その認可を受けるといった仕組みなど、可能な限り簡便なものとする。 


